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《小規模多機能きぼう基山センター》 

重 要 事 項 説 明 書 

 

 当事業者はご契約者に対して指定介護予防小規模多機能型居宅介護及び指定小

規模多機能型居宅介護（以下「指定小規模多機能型居宅介護」といいます）を提

供します。 

当事業者の概要や提供されるサービスの内容、契約上のご注意いただきたいこ

とを次のとおり説明します。 

 

1．事業者 

     

 法人名      株式会社 ライフサポートＮＥＯ 

     代表者名     代表取締役 馬渡 定巳 

     設立年月日    平成 15年 3月 7日 

     法人所在地    佐賀県佐賀市大財 1丁目 8番 40 

     指定事業の種類  指定小規模多機能型居宅介護事業所 

              指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所 

     事業所所在地   佐賀県三養基郡基山町大字園部 148-3 

     電話番号     0942-80-2750 

     ファックス番号  0942-92-1300 

 

 

2．事業の概要 

 （１）事業所の名称：小規模多機能きぼう基山センター 

（２）事業の種類    

指定小規模多機能型居宅介護事業所    【事業所番号 4191200122】 

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所【事業所番号 4191200122】 

 （３）事業の目的    

株式会社ライフサポートＮＥＯが設置運営する指定（介護予防）小規模多機能 

きぼう基山センター（以下、「事業所」という。）の運営及び利用について必要

な事項を定め、事業の円滑な運営を図るものとする。当事業所の基本方針は、

地域の要介護者等を対象に、通いサービス、宿泊サービス、訪問サービスなど

の一連の在宅ケアを当事業所において、家庭的な環境と地域住民との交流のも

と、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を馴染

みのスタッフが行うことにより、要介護者等がその有する能力に応じその自宅

において自立した生活を営むことができるよう援助することであり、併せて要

介護者等の家族の身体及び精神的な介護負担の軽減を図ることを目的とする。 

 



 （４）事業の方針    

当事業所の運営は、「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービ

スに関する基準」に沿ったものとし次のとおりとする。 

１ 利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、地域住民と

の交流や地域活動の参加を図りながら、利用者の心身の状況、希望及びその

置かれている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービ

スを柔軟に組み合わせながら適切に行う 

２ 利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な

環境の下で日常生活を送ることができるよう配慮して行う。  

３ 指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、（介護予防）

小規模多機能型居宅介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、

利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう心要な援助

を行う。 

４ 利用者又はその家族に対し、サービスの提供等について、理解しやすいよう

に説明を行うものとする。  

５ 利用者が通いサービスを利用していない日は、可能な限り、訪問サービスの

提供、電話による見守り等を行い居宅における生活を支える。 

６ 利用者の要介護（要支援）状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その目

標を設定し計画的に行う。 

７ 自らその提供する介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部のものによ

る評価を受けて、それらの結果を公表し常にその改善を図っていく。 

 

（５）開設年月日    

平成 30年 4月 1日 

（６）事業の実施地域    

鳥栖市、基山町、みやき町、上峰町 

（７）営業日及び営業時間    

   営業日：年中無休 

営業時間：通いサービス 9時 00分から 17時 00分まで 

        宿泊サービス 17時 00分から 9時 00分まで 

        訪問サービス 24時間 

 （８）利用定員 

   登録定員 18名 

   通いサービス定員 12名/1日 

   宿泊サービス定員  5名/1日 

 

 

 



３．職員の配置状況及び職員研修 

 （１）当事業所では、ご利用者に対して指定小規模多機能型居宅介護サービス 

を提供する職員として、介護保険法に基づく人員基準を尊守し、以下の職 

種職員を配置しています。 

 

職  種 職務内容 人  員 

管  理  者 

事業を代表し、業務の総括にあたる者として、

三年以上認知症である者の介護に従事した経

験を有し、別に厚生労働大臣が定める研修を修

了している者とする。 

1名（常勤兼務） 

介護支援専門員 

指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の 

提供に当たっては、利用者の居宅（介護予防） 

サービス計画及び（介護予防）小規模多機能型 

居宅介護計画（以下、小規模多機能型居宅介護 

計画という）の作成に関する業務及び給付管理 

票の提出を行い、居宅（介護予防）サービス事 

業者その他保健医療サービス又は福祉サービ 

スを提供する者と密接な連携に努める。 

1名（非常勤専従） 

看 護 職 員 

指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提 

供に当たっては、利用者の健康管理を適切に 

行うため、主治医との密接な連携に努める。 

1名（常勤） 

介 護 職 員 

介護従事担当者は、利用者の心身の状況、その

置かれている環境を把握し、適切な介助を行う

ものとする。他の保健医療サービス又は福祉サ

ービスの利用状況等の把握に努める。 

通所介護利用者 3

名に対し１名、訪問

介護員 1名以上、宿

泊利用時 1名以上 

 （令和 6年 6月 1日現在）  

 （２）研修及び会議の開催 

   当事業所において従事する職員に対し、研修計画を基に実施を行うととも 

に、円滑なサービス提供を行う為に 1月に 1回の会議の開催を行います。 

 

４．当事業所が提供するサービスと利用料金 

  当事業所では、ご契約に対して以下のサービスを提供します。 

 （１）介護保険給付の対象となるサービス 

   以下のサービスについては、利用料金（通常、介護報酬告示額の 7割～ 

９割が介護保険から給付されます。 

 

 

 



《サービスの概要》 

○通いサービス 

① 食事（但し、食事代はご利用者負担となります。介護保険給付対象外  

利用金参照） 

   ・ご利用者の身体の状況及び、嗜好を考慮した食事を提供します。 

   ・自立支援のため、できる限りご自身での食事摂取を促します。 

・ ご自身で摂取できない方は介助を行います。 

  ②入浴 

・入浴に支障が無いかバイタルサインを確認し、入浴又は清拭を行います。 

  ③排泄 

・必要に応じて、排泄の介助を行います。また、排尿・排便のチェック 

を行います。 

  ④機能訓練 

・心身の状況に応じて、日常生活を送る為に必要な機能の維持又はその 

減退を防止するための訓練を行います。 

  ⑤健康チェック 

・血圧測定、体温測定等健康状態の把握に努めます。 

  ⑥送迎 

・ご自宅と事業所間の送迎を行ないます。 

  ⑦介護方法の指導  

    家族・・利用者・ボランティアなどへ指導し介護負担の軽減を図る。 

  ⑧生活等に関する相談及び助言  

    介護・福祉・医療・行政など包括的な支援 

 

  ⑨その他日常生活の世話 

   常に利用者の家族との連携を図るとともに利用者とその家族との交流等の

機会を確保するよう努める。 

   利用者の外出の機会の確保その他の利用者の意向を踏まえた社会生活の 

   継続の為の支援に努める。 

   利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続などについて、 

   その者又はその家族が行なうことが困難である場合は、その者の同意を得

て代わって行う。 

 

 ○訪問サービス 

  24時間体制でご利用者の自宅に訪問し、安否確認や健康チェック、家事等の

日常生活上のお世話を提供します。 

   連絡先 080-8560-9293（オンコールにて対応致します） 

 



 ○宿泊サービス 

  事業所に宿泊して頂き、食事や入浴、排泄等の日常生活上のお世話を提供し 

ます。 

 《保険給付対象サービス利用料》 

  下記の料金表によって、要支援・要介護度に応じた自己負担分の利用料金 

からお支払いください。 

                                                 

 

◎介護保険自己負担金（介護報酬告示額の 1割の場合）同一建物以外 

要支援・要介護度 利用料金（1ヶ月あたり） 

要支援１ ３，４５０円 

要支援２ ６，９７２円 

要介護１ １０，４５８円 

要介護２ １５，３７０円 

要介護３ ２２，３５９円 

要介護４ ２４，６７７円 

要介護５ ２７，２０９円 

補足：自己負担額が 2割・3割負担の方は、上記が 2割・3割の額になります。 

 

【加算】 

□ 
加算 基本単位 利用者負担

１割～3 割 

  

□ 初期加算 30 30 円 １日につき  

□ 

認知症行動・心理症状緊

急対応加算 

200 200 円 １日につき(７日

以内)（短期利用

の場合のみ） 

 

□ 認知症加算（Ⅰ） 920 920 円 １月につき  

□ 認知症加算（Ⅱ） 890 890 円 １月につき  

□ 認知症加算（Ⅲ） 760 760 円 １月につき  

□ 認知症加算（Ⅳ） 460 460 円 １月につき  

□ 
若年性認知症利用者受入

加算 

800 800 円 
１月につき 

 

□ 看護職員配置加算（１） 900 900 円 １月につき  

□ 看護職員配置加算（Ⅱ） 700 700 円 １月につき  

□ 看護職員配置加算（Ⅲ） 480 480 円 １月につき  

□ 看取り連携体制加算 64 64 円 １日につき  

□ 訪問体制強化加算 1,000 1,000 円 １月につき  

□ 総合マネジメント体制強 1,200 1,200 円 １月につき  



化加算（Ⅰ） 

□ 
総合マネジメント体制強

化加算（Ⅱ） 

800 800 円 
1 月につき 

 

□ 
生活機能向上連携加算

(Ⅰ) 

100 100 円 
１月につき 

 

□ 

生活機能向上連携加算

(Ⅱ) 

200 200 円 1 月につき(初回

の利用月から 3

月間) 

 

□ 
口腔・栄養スクリーニン

グ加算 

20 20 円 
１回につき 

 

□ 科学的介護推進体制加算 40 40 円 １月につき  

□ 
サービス提供体制強化加

算(Ⅰ) 

750 750 円 

１月につき 

(小規模多機能型

居宅介護費を算

定の場合) 

 

□ 
サービス提供体制強化加

算(Ⅱ) 

640 640 円  

□ 
サービス提供体制強化加

算(Ⅲ) 

350 350 円  

□ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 
所定単位数の

149/1000 

左記の単位

数×地域区

分 

基本サービス費

に各種加算減算

を加えた総単位

数 

（所定単位数） 

 

□ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 
所定単位数の

146/1000 

 

□ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 
所定単位数の

134/1000 

 

 

（２）介護保険給付の対象外となるサービス 

  ①レクリエーション・クラブ活動 

・ ご希望によりﾚｸﾘｴｰｼｮﾝやｸﾗﾌﾞ活動に参加していただくことができます。 

利用料金：材料代等に要する費用をいただきます。 

 

② 日常生活上必要となる諸費用 

   ・日常生活上必要な諸費用は、ご利用者の負担となります。 

 

 

 

 

 

 

 



 

《保険給付対象外サービス利用料》 

  ◎介護保険外 

項  目 料 金 

宿泊費 ３，６００円/1泊 

朝食 ４８８円/1回 

昼食 ６９８円/1回 

夕食 ５９８円/1回 

おやつ おやつ代に要する費用 

 電気代（宿泊サービス時） ５０円／１日（宿泊室にてテレビ・電気毛布等を 

使用した場合にかかる費用） 

 おむつ代 おむつ代に要する費用 

 

（３）利用料金のお支払い方法 

   毎月 10日頃に前月分の請求書をご送付いたします。お支払い方法は指定 

の銀行口座より請求書が届いた月の 27日に引き落としをさせて頂きます。 

事業所は、利用者から利用料等の支払いを受けたときには、利用者に対し、 

領収書を発行します。領収書には事業所が提供する各種サービスごとの介 

護保険給付の対象となるものと対象外との区別、領収金額の内訳を表示し 

ます。 

 

５．契約の更新について 

契約満了の 1ヶ月前までに利用者から事業者に対して、文書による契約終 

了の申出が無い場合は、更新されるものとし、以後も同様とします。 

 ただし、「サービス利用契約第 14条から 16条」に該当した場合は、上記によら

ず契約を解約することができます。 

 

６．緊急時の対応 

  小規模多機能型居宅介護事業者は、ご利用者の病状の急変、その他緊急事 

態が生じた時は、速やかに家族・主治医又は協力医療機関に連絡する措置を講

ずるとともに、管理者に報告します。 

【小規模多機能きぼう基山センター 協力医療機関】  

  古賀医院    住所 鳥栖市原古賀 609-2  電話番号 0942-83-3457 

  はらこが歯科  住所 鳥栖市原古賀 861   電話番号 0942-83-3722 

 

７．非常災害時の対応 

 （１）非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報 

及び連携体制を整備し非常災害時に備えます。 



 

（２）管理者は非常災害時の対応を定期的に従業者に周知するとともに、定 

期的に避難、救出その他必要な訓練を年に 2回以上行い、災害時には避難等 

の指揮をとります。 

 

８．事故発生時の対応 

 （１）指定小規模多機能型居宅介護事業者は、ご利用者に対する指定小規模 

多機能型居宅介護の提供により事故が発生した場合には、当該ご利用者のご

家族、市町村に必要な措置を講じます。 

 （２）指定小規模多機能型居宅介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際

してとった処置について記録します。 

（３）指定小規模多機能型居宅介護事業者は、ご利用者に対する介護の提供 

により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

9．高齢者虐待防止について 

 （１）高齢者虐待防止等のための取り組みとして、事業者は、ご利用者等の 

人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じ

ます。 

① 研修等を通じて、従業者の人権意識の向上や知識や技術の向上に努ます。 

② 個別支援計画の作成等の適切な支援の実施に努めます。 

③従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、 

  従業者がご利用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 ④利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

（２）事業所は、サービス中に当該事業所従事者または養護者（利用者の家族

等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見

した場合は速やかに、これを市町村に通報するものとする。 

 

10．苦情の受付について 

 （１）当事業所における苦情の受付 

  当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受付けています。 



 

○苦情相談解決責任者 

  職 名   管理者 

  氏 名   江口 裕太 

○電話番号  0942-80-2750 

 FAX番号  0942-92-1300 

 ○受付時間 

  8：30～17：30 

※その他、苦情受付箱を事業所内に設置しています。 

 

（２）苦情処理の体制と手順 

  ①苦情受付（苦情相談解決責任者は上司へ報告、サービス利用等相談台帳

への記入） 

②苦情解決責任者を中心に苦情内容調査・分析、解決策協議を行う。 

③苦情解決責任者（役員）申出人との話し合いによる原因報告、解決策の 

提示により苦情解決を行う。 

④苦情処理台帳記入、経営会議、管理者会議、ｽﾀｯﾌﾐｰﾃｨﾝｸﾞを通して全職員 

への周知・再発防止策の徹底を図る。 

⑤運営推進会議にて利用者等への周知・改善状況等一定期間報告を行う。 

 

（３）行政機関その他苦情受付場所 

   ・鳥栖地区広域市町村圏組合 介護保険課 

     住  所 佐賀県鳥栖市本町 3丁目 1494番地 1  

電話番号 0942-81-3317 FAX番号 0942-81-3316 

   ・佐賀県国民健康保険団体連合会 介護保険係 

     住  所 佐賀市呉服元町 7番 28号 佐賀県国保会館 

電話番号 0952-26-1477 FAX番号 0952-26-6123 

      ・基山地区包括支援センター 

    住 所 佐賀県三養基郡基山町大字園部 2307番地     

 電話番号 0942-81-7039 

 

11.外部評価の状況 

【実施の有無】 あり 

【実施した直近の年月日】 令和 6 年 3 月 31 日 

【評価結果の開示状況】 事業所玄関口にて評価結果を設置し、閲覧可能 

【実施機関名称】 運営推進会議 

 

 



12.ご利用にあたっての留意事項 

 （１）来訪・面会 

来訪者は、必ずその都度職員に届出てください。また、面会の際は必ず面 

会簿にご記入をお願いいたします。 

ご利用者への食べ物などの差入れに関しては食事量の把握などに関係してき 

ますので必ず職員に申し入れください。 

（２）居室・設備・器具の利用 

   施設内の宿泊室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。これ 

  に反したご利用により破損等が生じた場合、賠償していただくことがありま 

す。 

 （３）迷惑行為等 

  ①騒音等他の入所者の迷惑になる行為はご遠慮願います。また、むやみに他 

の利用者の居室等に立ち入らないようにしてください。 

②ご利用者による暴力行為等にて、職員が怪我を負い労災又は損害賠償保険 

等にて適用されない場合、賠償していただくことがあります。 

 （４）所持品及び現金等の管理 

   私物には必ず名前をご記入ください。また、貴重品や大金は持ち込まな 

いようにし防犯にご協力ください。 

 （５）宗教活動・政治活動 

   施設内で他の利用者に対する宗教活動及び政治活動はご遠慮ください。 

 （６）居宅介護支援事業者等への利益供与の禁止 

   居宅介護支援事業者、介護予防支援事業者又はその従事者に対  

して、ご利用者に施設を紹介することの対償として、金品その他  

の財産上の利益を供与いたしません。  

 

13.サービスにあたっての留意事項 

第 22条 

1. 指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護従業者の資質の向上のために、研

修の機会を設ける。 

2. 介護従事者のうち訪問サービスの提供に当たるものに身分を証する書類を

携行させ、初回訪問時及び利用者又は家族から求められたときは提示する。 

3. 指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供を求められた場合は、その

者の提示する被保険者証によって被保険者資格、要介護（要支援）認定の有

無及び要介護（要支援）認定の有効期間を確かめる。 

4. 前項の被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審

査会意見に配慮して、指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護を提供する

ように努める。 



5. 指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供の開始に際し、要介護（要

支援）認定を受けていない利用申込者については、要介護（要支援）認定の

申請がすでに行われているかどうかを確認し、申請が行なわれていない場合

は、当該利用者申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必

要な援助を行う。 

6. 居宅介護支援（これに相当するサービスを含む）が利用者に対して行われて

いない等の場合であって必要と認めるときは、要介護（要支援）認定の更新

の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護（要支援）認定の有効期

間が終了する日の 30日前にはなされるよう必要な援助を行う。 

7. 登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えて指定（介

護予防）小規模多機能型居宅介護の提供を行わない。ただし、通いサービス

及び宿泊サービスの利用は、利用者の様態や希望等により特に必要と認めら

れる場合は、一時的にその利用定員を超えることはやむを得ないものとする。

なお、災害その他のやむを得ない事情がある場合はこの限りでない。 

8. 正当な理由なく指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供を拒まない。 

9. 当該指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所の通常の事業の実施地

域（当該事業者が通常時に当該サービスを提供する地域を言う。以下同じ。）

等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定（介護予防）小規模多機能型

居宅介護を提供することが困難であると認めた場合は、当該利用申込者に関

わる居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の指定（介護予防）小規模多機

能型居宅介護事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じる。 

10. 指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供の開始に際し、あらかじ

め利用申込者又はその家族に対し、重要事項に関する規定の概要、指定（介

護予防）小規模多機能型居宅介護従業者の勤務の体制、その他の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して

説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得る。 

11. 指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護を受けている利用者が次の各号

の、いずれかに該当する場合は、遅滞なく意見を付してその旨を市町村に通

知する。 

① 正当な理由なしに指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の利用に関

する指示に従わないことにより、要介護（要支援）状態の程度を増進さ

せたと認められるとき。 

② 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたと

き。 

12. 居宅介護支援事業者またはその従業者に対し、利用者に特定の事業者によ

るサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供

与してはならない。 

13. この規定に定める事項のほか、運営に関する重要事項は事業者が 



 

定めるものとする。 

 

 

14. その他運営に関する留意事項 

 

1.事業所は、すべての介護従事者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援

専門員、介護保険法第 8 条第 2 項に規定する政令で定める者等の資格を有する者

その他これに類する者を除く）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講さ

せるために必要な措置を講じるものとする。また、従業者の資質向上のために研

修の機会を次のとおり設けるものとし、業務の執行体制についても検証、整備す

る。  

①  採用時研修  採用後 1か月以内 

②  継続研修   年 1回 

 2.事業所は、適切な指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供を確保す

る観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした

言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境

が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものと

する。 

3.この運営規定に定める事項のほか、運営に関する重要事項は株式会社 ライ

フサポート ÑEO と事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

重要事項説明書説明年月日：令和 7年  月  日 

 

 

上記内容について、諸規定にもとづき、ご利用者に説明を行いました。 

事業所所在地   佐賀県三養基郡基山町大字園部 148-3     

事業者法人名   株式会社 ライフサポートＮＥＯ       

法人代表者名   代表取締役 馬渡 定巳        印   

事業所名称    小規模多機能きぼう基山センター      

説明者氏名                        印   

 

 

私は、本説明書にもとづいて、重要事項の説明を確かに受けました。 

 

 

 

 



 

 

利用登録者      住 所                             

             

           氏 名                    印  

           

 電話番号                      

 

 

代筆者        住 所                       

（身元保証人）    

 氏 名                    印  

 

続柄       代筆の場合理由           

 

電話番号                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


